
報告第2号
教育委員会規則等の一部改正に係る専決処分の報
告について

教育長専決に関する規則第2条第2項の規定により、次のとおり専決
処分したので報告する。

1 専決処分内容

以下の規則・規程の一部改正等

①地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係規則の整理に関する規則(次の3規則を一括改正

する規則)の制定

指導が不適切である教諭等の認定等に関する規則

石川県立学校教職員の人事評価に関する規則

石川県市町立学校教職員の人事評価に関する規則の－部改

②石川県教育委員会事務局等処務規程の一部改正

③石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程の一部改正

④石川県公立学校職員旅費取扱規程の一部改正

⑤石川県教育委員会事務局等職員健康管理規程の一部改正

2 専決処分日

令和2年3月31日

3 施行年月日

令和2年4月1日



報告第2号関係資料

教育委員会規則等の一部改正に係る専決処分の報告について

専決概要1 1● ■ ● □ ● ● ■ ■ ● ｡ ● ■ ●｡ ● ● ■ ■ ■ ｡ b ■ ● ■ ､ ● ■ ● ■ ● ● ｡ ■ ■ ■ ● ロ ロ ■ ■ ■ ● ● ■

専決した規則等

①地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

2

2● ■ ■ ● ●

・指導が不適切である教諭等の認定等に関する規則

・石川県立学校教職員の人事評価に関する規則

･石川県市町立学校教職員の人事評価に関する規則

の一部改正

３
４
５

● ■ ■ ■ G

● ■ ■ ■ ●

■ ■ ■ ● ●

②石川県教育委員会事務局等処務規程の一部改正 6｡ ■ ● ● ●

③石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程の一部

改正

8■ ｡ ■ ● ●

④石川県公立学校職員旅費取扱規程の一部改正 1 1■ ■ ● ■ ■

⑤石川県教育委員会事務局等職員健康管理規程の一部
改正

14● ■ ● ● ●



専決概要

改正した規定及び改正内容等1
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→任期付採用された教諭等について、臨時的任用や非常勤の教諭

等と同様に、指導力不足認定や人事評価の対象外とするもの

②石川県教育委員会事務局等処務規程の一部改正

→臨時的任用、任期付採用、非常勤の教職員等の任免について教
職員課長又は教育事務所長の専決事項とするもの

扱規程の一部改正
正学校願員耐

→会計年度任用職員制度の導入に伴い、賃金の額が日額で定めら

れている職員の日当、宿泊料、 日額旅費の額を正規職員の8割

相当に制限していた規定を廃止し、正規職員と同等とするもの

⑤石川県教育委員会事務局等職員健康管理規程の一部改正

→会計年度任用職員(週29時間未満勤務の者を除く）について、
正規職員と同様、健康管理規程の対象とするもの

施行年月日

令和2年4月1日
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第
三
条
石
川
県
市
町
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
四
年
石
川
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
一
号
中
「
さ
れ
た
」
を
「
さ
れ
、
又
は
任
期
付
で
採
用
さ
れ
た
」
に
改
め
る
。

（
石
川
県
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条
石
川
県
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
（
平
《

条
石
川
県
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
（
平
成

（
指
導
が
不
適
切
で
あ
る
教
諭
等
の
認
定
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条
指
導
が
不
適
切
で
あ
る
教
諭
等
の
認
定
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
年
石
川
県
教
育
委
員
会
規
則
第
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
号
中
「
、
臨
時
的
に
任
用
さ
れ
た
」
を
「
並
び
に
臨
時
的
任
用
又
は
任
期
付
採
用
の
」
に
改
め
る
。

石
川
県
教
育
委
員
会
規
則
第
三
号

（
石
川
県
市
町
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

附
則

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

地
方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
規
則
の
整
理
に
関
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

二
十
四
年
石
川
県
教
育
委
員
会
規
則
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
一
号
中
「
さ
れ
た
」
を
「
さ
れ
、
又
は
任
期
付
で
採
用
さ
れ
た
」
に
改
め
る
。

令
和
二
年
三
月
三
十
一
日

地
方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
規
則
の
整
理
に
関
す
る
規
則

石
川
県
教
育
委
員
会

2



○
指
導
が
不
適
切
で
あ
る
教
諭
等
の
認
定
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
（
新
旧
対
照
表
）

3

（
定
義
）

第
二
条
こ
の
規
則
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当

該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一
教
諭
等
石
川
県
教
育
委
員
会
（
以
下
「
県
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）

が
任
命
す
る
公
立
学
校
に
勤
務
す
る
職
員
で
、
教
諭
、
養
護
教
諭
、
栄

養
教
諭
、
助
教
諭
及
び
講
師
（
条
件
附
採
用
期
間
中
の
者
遡
創
伺
臨
矧

的
田
用
刻
剛
田
馴
州
捌
矧
呵
笥
及
び
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
を
い
う
。

改
正
案

（
定
義
）

第
二
条
こ
の
規
則
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当

該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一
教
諭
等
石
川
県
教
育
委
員
会
（
以
下
「
県
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）

が
任
命
す
る
公
立
学
校
に
勤
務
す
る
職
員
で
、
教
諭
、
養
護
教
諭
、
栄

養
教
諭
助
教
諭
及
び
講
師
（
条
件
附
採
用
期
間
中
の
者
１
鬮
瑠
醐
回
田

用
劃
刺
矧
封
及
び
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
を
い
う
。

現
行



○
石
川
県
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
（
新
旧
対
照
表
）

4

（
人
事
評
価
実
施
の
除
外
）

第
三
条
人
事
評
価
は
、
次
に
掲
げ
る
教
職
員
に
は
実
施
し
な
い
。

一
非
常
勤
職
員
（
石
川
県
教
育
委
員
会
教
育
長
（
以
下
「
教
育
長
」
と
い

う
。
）
が
定
め
る
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。

i
）
及
び
蝋
燭
剥
刺
財
田
刷
劃

改
正
案

（
人
事
評
価
実
施
の
除
外
）

第
三
条
人
事
評
価
は
、
次
に
掲
げ
る
教
職
員
に
は
実
施
し
な
い
。

一
非
常
勤
職
員
（
石
川
県
教
育
委
員
会
教
育
長
（
以
下
「
教
育
長
」
と
い

う
。
）
が
定
め
る
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。

利
対
職
員

）
及
び
召
輌
陶
銅
矧
制
閏
刷
劃

現
行



○
石
川
県
市
町
立
学
校
教
職
員
の
人
事
評
価
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
（
新
旧
対
照
表
）

5

（
人
事
評
価
実
施
の
除
外
）

第
三
条
人
事
評
価
は
、
次
に
掲
げ
る
教
職
員
に
は
実
施
し
な
い
。

一
非
常
勤
職
員
（
石
川
県
教
育
委
員
会
教
育
長
（
以
下
「
教
育
長
」
と
い

う
。
）
が
定
め
る
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。

）
及
び
鬮
淵
酬
剴
財
閏
刷
劃

改
正
案

（
人
事
評
価
実
施
の
除
外
）

第
三
条
人
事
評
価
は
、
次
に
掲
げ
る
教
職
員
に
は
実
施
し
な
い
。

一
非
常
勤
職
員
（
石
川
県
教
育
委
員
会
教
育
長
（
以
下
「
教
育
長
」
と
い

う
。
）
が
定
め
る
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。

測
矧
職
員

）
及
び
翻
閏
鯏
制
創
閏
刷
劃

現
行



石川県教育委員会訓令第1号

庁 中 一般

出 先機関

学校以外の教育機関

石川県教育委員会事務局等処務規程（昭和41年石川県教育委員会訓令第2号）の一部を

次のように改正する。

令和2年3月31日

石川県教育委員会

別表第2本庁の課長の個別的専決事項の表教職員課長の項第1号中「稔荘燕瀧壜劇ら埠

猟輔屋e出頓（」 を 「盤営超出旺榊.‐)､/逆出姦之e燕饅Ⅱ､′恭粧燕e蒋藝皿P<逆哩猯曇

nm劇る穏猟燕壗e出頓（進黙雛終侭糾や､蝿善皿劇も」 に改める。

別表第4出先機関等の長の個別的専決事項の表教育事務所長の項第6号中 ｢e蒋謹皿′

恭維繍瀧屋」 を 「抑,_)､/逆出療牟e輔書皿′恭維詞e燕簿皿」 に改める。

附則

この訓令は、令和2年4月1日から施行する。
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○
石
川
県
教
育
委
員
会
事
務
局
等
処
務
規
程
の
一
部
改
正
（
新
旧
対
照
表
）

7

別
表
第
二
（
第
十
四
条
関
係
）

本
庁
の
課
長
の
個
別
的
専
決
事
項

1

教
職
員
課
長

I
凋
調
鰯
圓
矧
荊
矧
對
到
蟄
剛
呵
田
剣
可
劃
劉
調
調
醐
珈
劉
制
創
剥
郵
凰
蜘
酬
教

育
事
務
所
長
の
専
決
事
項
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

２
～
６
略

別
表
第
四
（
第
十
四
条
関
係
）

出
先
機
関
等
の
長
の
個
別
的
専
決
事
項

教
育
事
務
所
長

１
～
５
略

６
市
町
村
立
の
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
臨
時
的
任
用

濁
ｕ
ｄ
剛
倒
罰
潮
脚
劉
淵
倒
ヨ
到
斜
劉
劉
剰
劉
謝
掴
ヨ
又
は
嘱
託
職
員
の
任

免７
略

改
正
案

別
表
第
二
（
第
十
四
条
関
係
）

本
庁
の
課
長
の
個
別
的
専
決
事
項

教
職
員
課
長

１
謂
潮
勤
調
師
測
酬
劉
封
執
鯏
馴
笛
剣
剖
教
育
事
務
所
長
の
専
決
事
項

に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

２
～
６
略

別
表
第
四
（
第
十
四
条
関
係
）

出
先
機
関
等
の
長
の
個
別
的
専
決
事
項

教
育
事
務
所
長

１
～
５
略

６
市
町
村
立
の
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
臨
時
的
任
用

刎
劉
職
員
１
銅
潮
勤
調
鯏
又
は
嘱
託
職
員
の
任
免

７
略

現
行



石川県教育委員会訓令第2号

庁 中 一 般

出 先 機 関

学校以外の教育機関

石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程（昭和41年石川県教育委員

会訓令第3号）の一部を次のように改正する。

令和2年3月31日

石川県教育委員会

第1条中「により、」を「により」に、 「及び臨時又は非常勤の嘱託員等

の報酬及び費用弁償支給条例」を「、臨時または非常勤の嘱託員等の報酬及

び費用弁償に関する条例」に、 「取扱」を「取扱い」に改める。

第2条中「者及び」を「者、」に改め、 「第3条に規定する技能労務職給

料表」を削り、 「第3条第1項第2号」の次に「及び第2項」を、 「採用さ

れた者」の次に「並びに石川県会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償に関

する条例（令和元年石川県条例第13号）又は会計年度任用職員として任用

される技能労務職員の給与に関する規則（令和2年石川県規則第14号）の

適用を受ける者」を加える。

第9条を削る。

第10条第5号中「地方公務員共済組合法」を「地方公務員等共済組合法」

に改め、同条を第9条とする。

第11条を第10条とする。

附則

1 この訓令は、令和2年4月1日から施行する。

2 この訓令による改正後の石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程の

規定は、 この訓令の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前

に出発した旅行については、なお従前の例による。

、
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石川県教育委員会事務局等職員旅費取扱規程（昭和四十一年石川県教育委員会訓令第三号） 新旧対照表

|県峨員等の旅費に関する条例(昭和29年石川県条例第第1
？ 「条例」 という。 ）の規定により_石川県教育委員会教 4
「教育長」 という。 ）及び石川県教育委員会事務局等組 識
ドロ40年石川県教育委員会規則第5号)第8条の2，第9 組
条及び第14条に規定する職員の旅費に関し石川県教育 第
下「教育委員会」 という。 ）が知事又は石川県人事委員 教
人蛎委員会」 という。 ）と協議して定める事項、臨時ま 委
jの嘱託員等の報酬及び費用弁侭に関する条図(昭和壷 臨
§例第33号)の規定により費用弁償について知事と協議 年
,事項その他旅費の取扱し､については、別に定めるもの 議
､. Fの獅穗の壼硫扇ルァ活jr士添 券

lll県職員等の旅潤

下「条例」 といi
(下「教育長｣ と
(昭和40年石川リ
第11条及び第14

会(以下「教育委
(下「人事委員会
非常勤の嘱託員望

条例第33号)の＃
める事項その他附
加 F･の相起の儲

'にl側する条例（昭和29年石

' ｡ )の規定により全_石川県
'、う° ）及び石川県教育委員
《教育委員会規則第5号)第
条に規定する職員の旅費に
員会」 という。 ）が知事又は
I という。 ）と協議して定め

;の報酬及び費用弁償支給条
l定により、費用弁償につい
(費の取扱については‐別に

司弓 仁
日 合､I 条

委
務
α
石
県
項
蔀
或

県
育
事
条
し
川
事
旧
知

座
規
条
委
〈

未
条
俣

Ⅱ
、
．
Ｉ
ｆ
、
■
〃

M貝の給与に関する条例

項第1号に規定する宿
卜表の適用を受ける者、

昭和35年石川県規則集
の滴用左署けろ者、一

の臓員の給与に関す

第1項第1号に規ヌ
給料表の適用を受I､
規則(昭和35年石ﾉ｜
給料表の適用を受卜・

員の採用等に関す暑
’ 工百筆っ皇

ﾛ箇和3Z牛仁

女職給料表リ
ヨ川県技能劣
尽⑥具、

粂例（昭和3

る行政職給
者及び石川
田日11華垣、星

年石ﾉi l

表以外

技能労

第3条
の任期
石川県
1個左壼

般職の任期付研究員及ひ

'7年石川県条例第9号）

より任期を定めて採用さ

報酬等及び費用弁償に藤

)又は会計年度任用職眞
濁する規則（令和2年石

ついては、 これらの者に
て、条例の規定を適用す

貢の採用等に関する条例(ユ
1項篭2号及び篭2項の播

》
》

一
唯
一

篇9余条例弟
られている者‘
は‐行政臓給淵

制
咳
和

（調整

=10条閏40条 次の各号に； 条例第40条第2エ目の規淀 次の各男

‐

改 正 案 現 行



場合には､当該各号に定める基準によって旅費の支給を調整する。 場合には､当該各号に定める基準によって旅饗の支給を調整する。
(1)～(4) 略

(5) 旅行者が旅行中の公務傷病等により旅行先の医療施設等を
利用して療養したため労働基準法(昭和22年法律第49号)に
規定する療養補償、地方公務員共済組合滝(昭和37年法律第
152号)に規定する療蕊の給付若しくはこれらに類する補償又
は給付を受ける場合には、当該療菱中の日当及び宿泊料の2
分の1に相当する額を支給しない。

(6) 略

(I)～(4)

(5) 旅行

利用し

規定す
第I52

又は給

分のI

(6) 略

略

者が旅行中の公務傷病等により旅行先の医旅施設等を

て療蕊したため労働基準法(昭和22年法律第49号)に
る療蕊補償、 (昭和37年法律

号)に規定する療養の給付若しくはこれらに類する補償
付を受ける場合には、当骸療義中の日当及び宿泊料の2
に相当する額を支給しない。

鋪10条略
一一 迦全略

一
一



石川県教育委員会告示第7号

石川県公立学校職員旅費取扱規程（昭和37年石川県教育委員会告示第1

1号）の一部を次のように改正する。

令和2年3月31日

石川県教育委員会

第1条中「により、」を「により」に、 「及び臨時又は非常勤の嘱託員等

の報酬及び費用弁償支給条例」を「、臨時または非常勤の嘱託員等の報酬及

び費用弁償に関する条例」に、 「取扱」を「取扱い」に改める。

第2条中「昭和33年」を「昭和32年」に、 「第3号」を「第1号」に

改め、 「第3条に規定する技能労務職給料表」を削り、 「者及び」 を「者、」

に改め、 「第3条第1項第2号」の次に「及び第2項」を、 「採用された者」

の次に「並びに石川県会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償に関する条例

（令和元年石川県条例第13号）又は会計年度任用職員として任用される技

能労務職員の給与に関する規則（令和2年石川県規則第14号）の適用を受

ける者」を加える。

第9条第1号を削り、第2号を第1号とし、第3号を第2号とする。

第10条第5号中「地方公務員共済組合法」を「地方公務員等共済組合法」

に改める。

附則

1 この告示は、令和2年4月1日から施行する。

2 この告示による改正後の石川県公立学校職員旅費取扱規程の規定は、 こ

の告示の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した

旅行については、なお従前の例による。

11



石川県公立学校職員旅費取扱規程（昭和三十七年石川県教育委員会告示第十一号） 新旧対照表

職員等C 段に関する条例（昭和29年

う° ）の規定により市町村
第135号)第1条及び第2
職員の旅費に関し教育委眞
める事項、臨時または非常

ﾘｰる条例(昭和32年石川県
ついて教育委員会が知事と
八について吐_ RIIに壼砧寡

石川県茅

立学校聯

条に規定

会が知事

勤の嘱詞

条例第3
協議して
を、のか隙

111県聯

下「条

法(昭1
びに石

員会と

及び喪

り､喪
の他旅
の壼砧

員等の旅費に

例」 という。
．23年法律穿

川県立学校墹
協議して定沈

用弁償支給条
用弁償につい
醤の取扱にっ

對する条例(昭和29年石川県条例簾

)の規定により､市町村立学校職員
135号)第1条及び第2条に規定す
員の旅喪に関し教育委員会が知事又

る事項及び臨時又は非常勤の嘱託員
例(昭和32年石川県条例第33号)α
て教育委員会が知事と協議して定屍
いては_RIIに索め馬＊､の穿除ぐぽか

未乍
回 ■、I

］23手法脅

川県立学校
協議して定
m〃己雌U坐B－n因

朗． ． I

Eトソ猟ノ．、ブf~1脚

の他旅費のID
閲鰹の壼砧系

の適用方法）

一般職の職員
鴬3条第1項

瞳する給料表

ｰる規則(昭引

の遥

画用方法）

役職の職員の給与に関する条例(昭和33年
1条第1項第3号に鏡索する行政職給料志

（条例a

2条－

10号)第
号に規定

与に関す

皮能労溌

献任期桐
皀､鍾包 ‘

の給与に関する

第1号に規定す
の適用を受け石

｡35年石川県銭
用を要ける者一

条例I(Ⅱ召矛ロ32年石川県柔

b行政職給料表以外α

旨、石川県技能労務聯
III鍾尽o具、

rする給料表の適用を受ける者、石川県技能

､る規則(昭和35年石川県規則第59号)茎－1
;職給料表の適用を受ける者及唾一般職の任
・職員の採用等に関する条例(平成17年石ﾉI
条箪1巧震う長 の相壼lF]- F]拝血

剛付腓究員及び

具条例第9号)算
定めて採用され

溌用弁償に関す

年度任用職員と
（令和フ年滴ⅡI

一般1瓶α

i l7年石

より任測

限酬等及

又は会
閲する類

荊等に関する条例(平1

号及び第2項の規定II
県会計年度任用職員α

年石川県条例第13号
右龍鶚謹職昌の蝿舎与Jr

の適用を受
太荊.系t、〃

ては、 これらα

条例の規定を猫 |レイ‘

支給制限）

条条例第30条藻

こは、当該各号に淀

L 賃金の額が日額
宿泊料及び日額旅
者の定額の8割に』

（調整）

第10条条例第40条第2項の規定に某ヨの規定に蕊 次の各据

一
画

改 正 案 現 行



場合には､当該各号に定める基準によって旅費の支給を調整する。
(1)～(4) 略

(5) 旅行者が旅行中の公務傷病等により旅行先の医療施設等を
利用して療菱したため、労働基準法(昭和23年法律第49号）

場合には､当該各号に定める基準によって旅費の支給を調整する。
(I)～(4) 略

(5) 旅行者が旅行中の公務傷病等により旅行先の医療施設等を
利用して療養したため、労働基準法(昭和23年法律第49号）

に規定する療蕊補償、
律第152号)に規定す律第152号)に規定す

地方公務員等共済組合法(昭和37年法 Iこ規定する療養補償、地方公務員共済組合法(昭和37年法律
第152号)に規定する療義の給付若しくはこれらに類する補償
又は給付を受ける場合には、当該療養中の日当及び宿泊料の2
分の1に相当する額を支給しない。

る療義の給付若しくはこれらに類する補
償又は給付を受ける場合には、当該療養中の日当及び宿泊料
の2分の1に相当する額を支給しない。

(6) 略 (6) 略

一
』



石川県教育委員会訓令第3号

庁 中 一般

出 先機関

学校以外の教育機関

石ﾉl l県教育委員会事務局等職員健康管理規程（昭和55年石川県教育委員会訓令第1号）
q

の一部を次のように改正する。

令和2年3月31日

石川県教育委員会

令達先中「体育施設管理事務所｣、 「能楽堂」及び「武道館」を削る。

第2条中「一般職の職員」の次に「(法第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員

のうち1週間当たりの勤務時間が29時間未満である者を除く｡)」を加え、 「同条第3項」

を「法第3条第3項」に、 「20日以上」を「18 1

第9条第4号を次のように改める。

（4）生活習慣病健康診断

附則

この訓令は、令和2年4月1日から施行する。

｢18日以上」 に改める。
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O石川県教育委員会事務局等I朏員健康管理規程（昭和55年王 葬昌今割ll令鎮1号） 新1円針醗

一
ｍ

改正後（案） 現 行

第1条 （略）

庁中一般

出先機関

学校以外の教育機関

’
一

第2条この訓令において「聯員」 とは、石川県教育委員会事務局等組織

規則(IIB和40年石川県教育委員会規則第5号)第2条第1号に規定する本庁

(以下「木庁」 という。 ）、同条第2号に規定する出先機関(以下「出先

機関」 という。 ）及び同条第3号に規定する教育機関等(以下「教育機関

蝶」という。 ）に勤務する地方公務員法(昭和25年法律第261号。以下

｢法」 という。 ）第3条第2項に規定する一般職の職員（法第22条の2第1

項に規定する会計年度任用賊員のうち1週間当たりの勤務時間が29時

間未満である者を除く。 ）及び法第3条第3直に規定する特別職の職員

のうち1月の勤務日数が18日以上である者をいう。

第3条～第8条 （略）

第9条 （略）

(1)～(3) (略）

(4)生活習慣病健康診断

(5) （略）

第1条 （略）

庁中一般

出先機関

学校以外の教育磯関

体育施殻管理事務所

稚
一
》

第2条この訓令において「職員」 とは、石川県教育委員会事務局等組織

規則(昭和40年石川県教育委員会規則第5号)第2条第1号に規定する本庁

(以下「本庁」という。 ）、同条第2号に規定する出先機関(以下「出先

機関」という。 ）及び同条第3号に規定する教育機関等(以下「教育機関
、

等」 という。 ）に勤務する地方公務員法(昭和25年法律第261号。以下

｢法」 という。 ）第3条第2項に規定する壹般職の峨員及び同条第3望に

規定する特別職の職員のうち1月の勤務日数が22日以上である者をい
や

フ。

第3条～第8条 （略）

第9条 （略）

(1)～(3) （略）

(4)成人病健康診断

(5) （略）


